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その他の関係会社の異動に関するお知らせ 

 

2022年３月25日付で、株式会社デジタルガレージ（以下「デジタルガレージ社」といいます。）が

当社の「その他の関係会社」となりましたので、お知らせいたします。 

記 

１.異動に至った経緯 

2022年３月25日の第11回定時株主総会により、当社の議決権の18.90%を所有するデジタルガレ

ージ社取締役の大熊将人氏が当社の取締役に就任することが、原案どおり可決されました。これ

に伴い、当社においてデジタルガレージ社との資本関係及び人的関係等を総合的に検討した結果、

デジタルガレージ社は当社の「その他の関係会社」に該当することとなりました。 

 

２．その他の関係会社の概要 

①名称 株式会社デジタルガレージ 

②所在地 東京都渋谷区恵比寿南三丁目５番７号 

③代表者の役職・氏名 代表取締役 兼 社長執行役員グループCEO 林 郁 

④事業内容 情報・通信業 

⑤資本金 7,637百万円(2021年３月31日現在) 

⑥設立年月日 1995年８月17日 

⑦純資産及び総資産 純資産：24,291百万円(2021年３月31日現在) 

総資産：77,074百万円(2021年３月31日現在) 

⑧大株主及び持株比率 

（2021年３月31日現在） 

林 郁                                            14.82% 

日本マスタートラスト信託銀行(株)(信託口)           7.62% 

(株)電通グループ                                   7.16% 

TIS(株)                                            5.13% 

(株)日本カストディ銀行(信託口９)                   3.95% 

(株)日本カストディ銀行(信託口)                     3.74% 

ジェーピー モルガン バンク ルクセンブルク エスエイ 

384513(常任代理人 (株)みずほ銀行決済営業部)       2.53% 

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン 140051 

(常任代理人 (株)みずほ銀行決済営業部)             1.72% 

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 

505225(常任代理人 (株)みずほ銀行決済営業部)       1.63% 

(株)クレディセゾン                                 1.42% 

⑨上場会社と当該会社の

関係 

（2022年３月25日現在） 

資本関係 当該会社は、当社の株式1,480千株

(18.89%)を所有しております。 

人的関係 当該会社の取締役である大熊将人氏

は当社の取締役であります。 

取引関係 PHR関連開発の取引を行っておりま

す。 

会 社 名 株 式 会 社 W e l b y 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 比 木  武 

 （コード番号：4438 東証マザーズ） 

問 合 せ 先 
上 級 執 行 役 員 

コーポレート部長 
近 藤 成 志 

 （TEL.03-6206-2937） 



 

３.異動前後における「その他の関係会社」の所有議決権の数及び議決権所有割合 

 属性 
議決権の数(議決権所有割合) 

直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 ― 
14,800個 

(18.90%) 
― 

14,800個 

(18.90%) 

異動後 
その他の関係

会社 

14,800個 

(18.90%) 
― 

14,800個 

(18.90%) 

 

４.開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

当該会社は上場会社であるため、該当事項はありません。 

 

５.今後の見通し 

今回の異動が当社の業績に与える影響はありません。 

 

以  上 
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